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（続紙 ２ ）                            
（論文審査の結果の要旨） 
 
教育に知的好奇心を満足させる消費としての側面と所得獲得能力を向上させる投資
としての側面があることは、広く認識されてきた。しかし、これらふたつの側面から
教育支出に関する課税が検討されることは、これまでほとんどなかった。教育を受け
れば直ちに経済的利益が実現されるものではないから、投資としての教育支出は将来
利益に結びつく性質を有するにもかかわらず、これをいったん資産として認識し、将
来利益に対応させて控除するという課税方法も、議論されることはあまりなかった。
本論文は、このような教育支出をめぐる課税の問題に本格的に取り組んだものであ
る。 
 本論文は、教育をめぐる課税の問題を、米国の所得課税における議論の幅広い紹介
と分析を通して検討している。この検討では、①教育支出は私的費用、事業費用、資
本的支出の３つの性質を有する支出に分類できると認識されていること、②教育支出
が事業費用の性質を有するか私的費用の性質を有するかを決定する基準、および、直
ちに控除できる事業費用の性質を有するか資本的支出の性質を有するかを決定する基
準を用いて、費用控除の可否が判断されていること、③物的資本への投資と人的資本
への投資との対比を意識した教育支出の資産化および償却が検討されていること、が
明らかにされている。これらは、米国の議論を丹念に整理し分析したことによる成果
であり、我が国の同種の議論において十分な参照価値がある。 
 以上のように、本論文は、教育支出に対する課税を検討する上で、重要な視座を与
えるものであるが、課題も残されている。第一に、本論文が検討したアメリカ租税法
上の議論と我が国の議論との間には、十分に噛み合っているとは言い難い部分が見受
けられる。また、教育により受ける利益が非課税とされる場合については、必要な考
察を尽くしているとは言えず、さらなる検討が必要である。第二に、教育機関に対す
る財政支援がなされていることから、教育を受ける納税者本人も間接的に経済的利益
を受けているという視点への対応に、検討の余地がある。財政的支援の結果、教育支
出を所得から控除することを教育に対する課税上の優遇措置と見るべきか、租税理論
上あるべき課税と見るべきかという説明にも、不明瞭と言わざるを得ない点が認めら
れる。しかし、これらの点は解消可能であり、今後の研究の進展に期待をすべきであ
ろう。 
 以上の理由により、本論文は、博士（法学）の学位を授与するに相応しいものであ
ると認められる。 
 また、平成28年7月22日に調査委員３名が論文内容とそれに関連した試問を行った
結果、合格と認めた。 
なお、本論文は、京都大学学位規程第14条第2項に該当するものと判断し、公表に
際しては、当該論文の全文に代えてその内容を要約したものとすることを認める。 
 
